
2021年4月1日

2026.9.３

大垣労働基準監督署

労働基準監督官 長谷川遥香

高年齢者の労働災害防止と健康確保について



目 次

1. 管内の労働災害発生状況

2. 高年齢者の労働災害防止

3. メンタルヘルス対策

4.騒音障害防止ガイドラインの改訂について



管内の労働災害発生状況について
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令和7年労働災害発生状況 (大垣署管内 )

令和７年の労働災害発生状況について(確定)

令和７年 令和６年
対前年比
増減数

対前年比
死傷者数
増減率

全産業 407 (2) 428 (3) -21 (-1) -4.9%

食料品製造業 31 34 -3 -8.8%

化学工業 12 (1) 26 -14 (1) -53.8%
窯業土石製品
製造業 12 (1) 16 -4 (1) -25.0%

金属製品
製造業 21 23 -2 -8.7%

輸送用
機械製造業 16 8 8 100%

土木工事 15 10 5 50.0%

社会福祉施設 44 22 22 100%

小売業 45 41 (1) 4 (-1) 9.8%

主要産業の死傷者数(新型コロナを除く)

注)労働者死傷病報告による休業4日以上の死傷者数。カッコ内は死亡者数(内数)



令和7年大垣署管内の死亡災害事例①
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発生状況

被災者は骨材サイロ建屋内において設備の保守点検

業務を行っていた。別の作業者がサイロ内の骨材の

残量確認のため点検口をのぞき込んだ時に、サイロ

内にヘルメットがあることに気づき、再度サイロ内

を確認したところ、サイロのピット内で被災者を発

見。被災者は頭部を強く打ち付けたことにより死亡

した。点検口からピットの下部までは約3メートル

あった。

災害発生原因

墜落するおそれのある開口部に接近したこと。

一部の保守点検業務の作業手順が定められていなかったこと



令和7年大垣署管内の死亡災害事例②
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積載形トラッククレーンの荷台に積まれ

た荷の荷卸し作業中、なんらかの理由に

より荷台から地面に墜落した。

現場の状況から、荷台を降りようとした

時に墜落し、頭部をぶつけたと推定され

る。

災害発生原因

荷台からの昇降に際し、昇降設備を使用しなかったこと。

荷役作業中に保護帽を着用していなかったこと。
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高年齢者の労働災害防止
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大垣署管内全業種における災害統計分析～転倒災害～
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約５分の１を転倒災害が

占めている。

過去10年(平成27年～令和6年)に大垣署管内で発生した災害の事故の型内訳



大垣署管内全業種における災害統計分析

過去10年(平成27年～令和6年)に大垣署管内で発生した災害
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40代の事故の型別

１位 墜落、転落 17％

２位 はさまれ、巻き込まれ 15％

3位 転倒 14％
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50代の事故の型別
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60代の事故の型別
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3位 はさまれ、巻き込まれ 11％
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40代～50代にかけての転倒災害の増加が激しい

被災者の年齢内訳



転倒災害における起因物について

転倒（つまずき）

45%

転倒（滑り）

35%

転倒（もつれ等）

11%

転倒（踏み外し）

4%

その他の転倒

5%

令和7年 転倒災害内訳

令和７年に大垣署管内で発生した休業4日以上の転倒災害

102 件

つまずきによる転倒
と滑りによる転倒が
約8割を占めています。



加齢に伴う心身機能の変化

40代～50代は身体機能

低下の転換点。

年々身体機能が落ちて

いくため自分の今の体

力を把握しづらい

暗い場所に入った際に
暗さに順応して物が見
えるようになる能力



労働災害発生状況分析結果

まとめ

①労働災害の中で最も多い事故の型は転倒災害

②転倒災害は50才を超えたあたりから多くなる

③転倒災害の約８割が、つまづき・滑りによるもの



転倒による災害事例1

転倒でも死亡災害が発生しています。

2階建ての事務所内階段の踊り場で、踊り場

から３段上の階段に足先を残した状態で仰

向けに倒れているのが発見された。被災者

は通りかかった同僚に発見され、救急車で

病院へ搬送されたが4日後に死亡した。

(60代男性)

災害発生時、日没から40分程度経過してお

り、暗かったため、照度不足により階段か

ら足を踏み外したのではないかと推察され

る。



転倒による災害事例2

昼休憩後、集合場所に来ないことを

心配した同僚が、会社敷地内駐車場

に止まっていた被災者の車を確認し

たところ、車の横で頭部から出血し

倒れている被災者を発見した。被災

者はその後、救急搬送されたが同日

死亡が確認された。

(70代男性)

昼休憩のために自家用車まで移動し

ていたところ、車止めに躓いて転倒

したと推察される。



転倒災害を侮るなかれ

令和7年に発生した転倒による死亡災害は全国で17件でした。

「たかが転倒、されど転倒」です。

転んでも軽いけがで済むだろうと、対策を怠っていませんか？

転倒防止対策を検討してみましょう



リスク要因から考える転倒防止対策
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危険な場所

危険な環境 危険な履物

業務内容・量

注意力 体力の低下

ソフト対策ハード対策

①明るさ(照明)

②凍結・積雪

③障害物

①階段・斜面

②段差・凹凸・継ぎ目

③タイル、グレーチング

作業量が多い

走る、手荷物、考え事・

よそ見

年齢とともに身体

機能が低下

転倒災害防止のためにはハード面、ソフト面の両面から対策を検討する必要があります。

ポケットに手を入れて歩く、

ながら歩き等



転倒防止対策を検討する
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転倒防止対策を検討する基本的な流れ

１. まずは転倒災害防止に取り組む担当者を決める。

安全衛生推進者、安全管理者等が考えられます。

2.  危険箇所を特定する

３. 危険原因は何か？

4.  危険原因から対策を検討する

5. 残存リスクの確認



労働者側の原因
(業務内容・量、注意力、
体力など)

転倒防止対策を検討する
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２．危険箇所を特定する

ヒヤリハット報告や過去の転倒災害発生場所、職場巡視時に認められた危険箇所等から、

転倒災害が発生するおそれのある箇所を収集する。

３．危険原因は何か？

危険原因は何かハード面、ソフト面の両面から特定する。

実際に転倒災害が発生した箇所で、場所や設備に原因が特定できなかった場合は労働者側

の原因を検討します。この時に単に労働者の不注意とするのではなく「なぜなぜ分析」が

重要です。(なぜ走っていたか、なぜよそ見をしていたか・・・)

危険な場所、危険な環境、
危険な履物

ハード原因
ソフト原因

段差など目に見える危険箇所だ
けでなく、設備の配置上危険が
発生するおそれがある箇所(荷物
の出入りが激しい箇所や、結露
が発生しやすいものを置く場所
等)も的確に把握する必要があり
ます。



転倒防止対策を検討する
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4 危険原因から対策を検討する



転倒防止対策を検討する
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4 危険原因から対策を検討する



ハード対策例①

21令和4年度「見える」安全活動コンクール優良事例より

通路上の段差は
スロープで解消
している
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公道や配達先等、会社での対策が困難な場合は過去の災害事例発生場所を取りまとめて

ハザードマップを作成するのも効果的です。

この時に写真も併せて掲載すると記憶に残りやすくなります。

令和5年度SAFEアワード取組事例集より抜粋



ハード対策例②

作業内容や作業環境、床面の状態(水、油、砂、粉、凍結など)に適した滑りにくい履物を使用させる

必要があります。

ただし、正しい履物を選んでいても靴底のすり減り等により転倒しやすくなるため、点検責任者に定

期的に靴底の状態をチェックさせ、靴底がすり減っている場合は新しいものに取替えさせる必要があり

ます。

平成29年度「見える」安全活動コンクール優良事例より



転倒しにくいシューズの選び方

１ 靴の屈曲性

靴の屈曲性が悪いとすり足になり易く、つまずきの原因となります。

2 つま先の高さ

つま先部の高さが低いと、ちょっとした段差につまづき易くなります。



転倒しにくいシューズの選び方
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３ 靴の重量

靴が重くなると、足が上がりにくくなるため、擦り足になり易く、つまず

きの原因となります。靴が重く感じられる重量には個人差がありますが、

短靴では900g/足以下のものをお勧めします。

４ 靴の重量のバランス
靴の重量がつま先部に偏っていると、歩行時につま先部が上がりにくく
(トゥダウン)、無意識のうちに擦り足になりやすいため、つまずきが生じ易
くなります。



ソフト対策
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チェックポイント

・人の配置や仕事の仕方などは適切だったか。

→ 「なぜ急いでいたのか」「なぜ別のところに気を取られていたのか」と

いう災害の背景を確認する

・労働者の体力を鑑みて、仕事内容・業務量は適切だったか。

→各労働者の体力を把握する必要があります。



転びの予防体力チェック
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・意識調査編 質問1～9

・体力計測編 ５チェック

計測編_閉眼片足立ち

https://www.jisha.or.jp/order2023/korobi/



体力チェック実施結果例

28



29

3

メンタルヘルス対策について



業務災害に係る精神障害の請求、決定及び支給決定件数の推移（全国）
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決定件数 ：当該年度中の支給・不支給決定件数の計で、前年度以前に請求されたものも含む

支給決定件数：決定件数のうち業務災害と認定された件数

請求件数・支給決定件数
ともに上昇傾向にある。



精神障害の請求件数が多い業種（中分類の上位15業種）
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業種（中分類）
請求件数（女性）

〈自殺者数（女性）〉

１ 社会保険・社会福祉・介護事業
706（521）
〈20（10）〉

２ 医療業
578（462）
〈14（8）〉

３ 道路貨物運送業
202（59）
〈7（0）〉

４ その他の事業サービス業
194（84）
〈6（1）〉

５ 情報サービス業
181（71）
〈11（1）〉

６ 飲食店
148（79）
〈5（0）〉

７ その他の小売業
136（69）
〈5（2）〉

８ 総合工事業
122（37）
〈8（1）〉

９ 輸送用機械器具製造業
122（32）
〈8（0）〉

10 各種商品小売業
113（79）
〈4（1）〉



精神障害の請求件数が多い職種（中分類の上位15業種）
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職種（中分類）
請求件数（女性）

〈自殺者数（女性）〉

１ 一般事務従事者
833（563）
〈25（10）〉

２ 保健師、助産師、看護師
369（333）
〈4（4）〉

３ 介護サービス職業従事者
296（217）
〈11（8）〉

４ 営業職業従事者
271（107）
〈9（1）〉

５ 商品販売従事者
254（175）
〈5（1）〉

６ 社会福祉専門職業従事者
238（174）
〈3（0）〉

７ 自動車運転従事者
209（26）
〈6（0）〉

８ 接客・給仕職業従事者
157（110）
〈3（0）〉

９ 情報処理・通信技術者
150（32）
〈12（1）〉

10
製品製造・加工処理従事者
（金属製品を除く）

136（45）
〈5（0）〉



年齢別・出来事別の傾向
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40代

27%

50代

24%

30代

23%

20代

20%

60才以上

5%

10代

1%
請求件数 出来事別の傾向

支給決定件数は、

「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等の

パワーハラスメントを受けた」 …222件

「顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷

惑行為を受けた(カスタマーハラスメント)」

「セクシュアルハラスメントを受けた」

… 127件

「仕事内容・仕事量の大きな変化を生じさせ

る出来事があった」 … 113件

の順に多くなっています。



こころの耳 Webサイト 事例紹介

34

発生状況
元来まじめで面倒見がよく、争いごとを好まない責任感が強い性格でした。大学卒業後、
ソフト関連会社に就職。当初はシステム開発に従事し長時間残業をたびたび経験していま
したが、体調を壊すことはありませんでした。３５歳時、部署異動に伴い、システムエンジニ
アとして従事するようになりました。３７歳時、プロジェクトリーダーに昇格。昇格直後より職
場環境は悪く、部下に退職者や病欠者が多くみられました。人員の補充はなく、さらに自
分のプロジェクト以外にも、複数のプロジェクトについても関わりをもつようになりました。
帰宅時間は０時をまわる状態がほぼ毎日続き、土日も出勤する状態となり、残業時間は
100-200時間/月が続きました。昇格３か月後、意欲、集中力が低下を自覚するようになり、

身体的にも頭痛や肩こり、食欲低下、体重減少などがみられました。昇格５か月後には毎
日がむなしく将来に対して悲観的な考えを持つようになりました。作業効率は落ち、部下へ
の指示も十分に行えなくなりました。この頃から「自分は部下に迷惑をかけている、この職
場には自分は不要な存在だ」と罪悪感を持つようになりました。徐々に欠勤するようになり
ましたが、心配した上司にこのような精神状態であることを相談することはありませんでし
た。昇格６か月後のある日、自殺を図ったところを家族が発見し救急搬送。処置が早かっ
たため、数日後には回復しました。同病院の精神神経科医師の診察により、重度のうつ病
であるという診断を受け、約3か月間の治療の後、退院となりました。

症例：38歳、男性

疾患名：うつ病

職種：システムエンジニア（プロジェクトリーダー）



こころの耳 Webサイト 事例紹介
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解説
この方は、真面目で責任感が強く、争いごとを好まないといったうつ病羅患者によくみられ
る性格をもっています。仕事ができ上司からの評価が高いだけでなく、他者配慮的である
ため、同僚や部下からの人望が厚い方です。このような方が一度人の上の立場になると、
責任を果たそうとするがあまり、仕事を抱え込んでしまう傾向が強くみられます。しかも部
下に病欠者が多いとなると、それらをすべて自分が肩代わりしようとし、人並み外れた残
業をこなすことも厭わなくなります。また職場のルール上、管理職の健康管理は自ら行うこ
とになっていることから、長時間残業を繰り返していても上司が気づいて管理しない限り、
問題になることがありません。「上司に迷惑をかける」、「自分の責任である」などの理由か
ら本人は上司への相談を行わず、このことが、病状の進行に歯止めがかかりづらい状況
を構成します。当初うつ病の症状としては、意欲・集中力の低下に始まり、将来に対する
悲観的な考えや、生きていても虚しいという虚無感、頭痛や肩こりといった身体症状、食欲
低下、体重減少などがあります。さらに、「自分は周囲に迷惑をかけている」という罪業感
（ざいごうかん）は自殺に導きやすい症状であり、自殺企図に至ってしまいました。この
ケースを通して、うつ病者への対応は、性格上自ら助けを求めることが少ないことから、周
囲による早期発見が重要で、治療も周囲が強く促す必要があると言えます。



メンタルヘルス不調者が発生すると・・・
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ひとたびメンタルヘルス不調を発症すると、

その病休期間は平均で約３ケ月、復職後に再び病休になる割合も約半数

と言われています。

残された労働者にしわ寄せが行き、新たなメンタルヘルス不調者を発生

させるという悪循環に陥り、企業経営に深刻な影響を及ぼすこともあり

ます。



NIOSHの職業性ストレスモデル

37

（NIOSH＝アメリカ国立労働安全衛生研究所）

ストレス反応 疾病

②個人要因

③仕事外の要因 緩衝要因

適切な対処行動

家族・友人関係

借金・家庭の問題

職場の人間関係・仕事の満足度

ストレス軽減

性格・価値観・考え方

会社で対応可能な領域

出典：原谷隆史、上川憲人：労働者のストレスの現状

産業医学ジャーナル 1999：22(4)：23-28

ストレスチェック
で把握

医師の面接指導・
事後措置

①仕事のストレス
         要因

人間関係・長時間労働・

職場環境・仕事量等

ストレスを
和らげる



労働者のストレスの状況について検査を実施し、本人のストレスへの気付き・セルフケア
を促すとともに、検査結果の集団ごとの集計・分析を通じて、職場のストレス要因の改善

につなげることでメンタルヘルス不調の未然防止を図ります。

労働者数50人未満の事業者もストレスチェックが義務化されます

令和10年4月1日スタート

そもそも、ストレスチェックとは・・・

メンタルヘルス不調者の発見を行うものではありません。



ストレスチェックの流れ

39

ストレスチェックの結果を有効に活用するために重要！



ストレスチェックの実施方法

40



集団分析結果の見方

41

低ストレス 低ストレス

※集団分析の留意点

・集団分析は個人が特定されない方法で実施する必要があります。

・集計・分析の単位が10人を下回る場合には、個人が特定されるおそれがあるため、

原則として集団分析を実施してはいけません。（ただし、調査票の全項目の合計点につ

いて集団の平均値を求める等、個人が特定されない方法であればOK）



集団分析結果を生かした職場改善の流れ

42

ストレスチェック実施者から集団分析の結果の情報提供

集団分析結果を職場に説明

経営者主導
（経営層が事業場全体と
しての対策を進める）

管理監督者主導
（各部署の管理監督者が担
当部署の対策を進める）

従業員参加型
（従業員も対策の立案・計
画の策定の話し合いに参
加して対策を進める）

集団分析結果の共有と計画立案

職場環境の改善
改善事項の検討

次年度計画への反映



職場環境改善の一例①

43



職場環境改善の一例②

44



45



参考資料

46

独立行政法人労働者健康安全機構HP
トップページ→産業保健事業
→情報の提供→各種教材・マニュアル
→これからはじめる職場環境改善
～スタートのための手引～研修の教材



騒音障害防止ガイドラインの改訂について

47

4



騒音性難聴はどのように起こる？

48

そもそも、音は外耳道を経由して蝸牛
（かぎゅう）に伝えられ、蝸牛にある有毛細
胞が振動を電気エネルギーに変換するこ
とで聞こえています。
職場におけるあらゆる大きな音を繰り返

し聞くことにより、有毛細胞が少しづつ損
傷・脱落し、音が聴き取れなくなるのが騒
音性難聴です。
騒音性難聴は５～１５年かけてゆっくり

進行し、治療による回複は望めません。

(一財)中小建設業特別教育協会HPより



騒音性難聴は聴力以外にも影響を与えます

49

難聴は日常生活の質を著しく低下させるだけでなく、
認知症の最大危険因子と言われています

2020年、アルツハイマー病協会国際会議における
ランセット国際委員会の報告より

騒音性難聴と加齢性難聴は異なるものです。退職後加齢性難聴が加わることで、生活

の質が大きく低下し、時にはストレスによるうつ症状につながることもあります。



騒音障害防止のためのガイドライン改正のポイント

2023（令和５年）４月２０日改正

• 管理者教育を受けた者から「騒音障害防止対策の管理者」を選任すること

• （手持ち工具等）騒音源が移動する作業においては「個人ばく露測定」を
行うことができる

• 聴覚保護具についてJIS規格により表示されている遮音性能値を目安に必
要かつ十分なものを選定する

• 騒音健康診断検査項目の見直し

4,000Hz検査の音圧を40db⇒25dB及び30dBに変更

30dB検査での有所見者の２次検査では新たに、

6,000Hzでの検査が必要
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